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【資料１】



総合戦略および人口ビジョンとは

出典：まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局）

我が国では、2008年（平成20年）の総人口1億2,808万人をピークに人口減少社
会に入り、国立社会保障・人口問題研究所推計では、2060年（令和42年）には
8,674万人まで減少するとしています。（下図参照）人口減少による消費・経済力の低
下は、日本の経済社会に対して大きな負荷となるため、以下を目指すこととしています。

① 国民の希望を実現し、人口減少に歯止めをかけ、2060年（令和42年）に1億人
程度の人口を確保する。

② まち・ひと・しごと創生は、人口減少克服と地方創生をあわせて行うことにより、
将来にわたって活力ある日本社会を維持することを目指す。



• 人口減少に歯止めをかけるための施策とし
て、国では「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」を平成２６年１２月に策定し、指針
として示しました。

• これに伴い、各都道府県及び地方自治体に
おいては、東京一極集中の是正および人口
減少に歯止めをかけることを目的とし、全
ての都道府県とほぼ全ての自治体が地方版
総合戦略を策定いたしました。（１，７４
１自治体中１，７３７（９９．８％））当
市においても、地域の実情に応じた人口減
少と少子化の対策により、将来にわたって
活力ある地域を維持していくことを目的に、
平成３０年３月に「第2次加東市総合戦略」
および「加東市人口ビジョン」を策定いた
しました。

総合戦略および人口ビジョンとは

↑ 現行の総合戦略（上）と人口ビジョン
（下）



加東市総合戦略策定推進会議について

加東市総合戦略策定推進会議 委員 日額 8,000
区分 報酬の額

加東市委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例から抜粋 



本会議の目的

• 地域創生にあたっては、各地域の実情に即した具体的な取組を実施する
必要性があります。このためには行政だけでなく、多様な関係者と連
携・維持・強化が必要であることから、委員の皆さまにつきましては、
産官学金労言士のほか地域団体など、多方面からの参画が必要と考えて
います。本会議では、様々な立場からのご意見をいただき、これらを反
映した計画策定に取り組みます。

• また、現行の総合戦略の進行管理にあたっ
ては、全庁横断的な評価等を行い、着実な
施策の実施に取り組むものとします。各々
の施策や実施計画にＫＰＩ（重要業績評価
指標）を設定し、客観的な評価をもって効
果検証を行い、ＰＤＣＡサイクルによる検
証結果の反映を行っていくものとします。



本会議の位置づけ

• 加東市総合戦略を長期
的な視点にたった戦略
性の高いものにするに
は、庁内組織のみなら
ず、住民および産官学
金労言士などの皆さま
との連携が不可欠です。
このことから、本会議
（外部組織）、まち未
来創生本部（庁内組
織）、議会の３組織に
て推進するものとしま
す。
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現行の総合戦略等を基に庁内で案を作成



総合戦略の位置づけについて
・総合戦略は、市のまちづくりの総合的な指針となる総合
計画の策定方針を踏まえ、市民と協働で進めるまちづくり
計画に沿ったものです。そのため、第２次総合戦略は総合
計画と第２期の計画始期を合わせ、整合を図りながら施策
を展開しています。

平成２９年度平成２７年度 平成３０年度～

総合計画

総合戦略

平成２０年度 平成２４年度

基本構想（１０年計画）
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